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1．はじめに

　2015 年に採択されたパリ協定を受けて，主要国
は野心的な温室効果ガス排出削減目標を打ち出して
いる．日本政府も 2019 年 6 月に「パリ協定に基づ
く成長戦略としての長期戦略」を閣議決定し，公表
したところであり，その中で今世紀後半のできるだ

け早期に「脱炭素社会」を実現していくことを目指
すとしている．現在の取り組みの延長線では困難な
目標であり，非連続なイノベーションを通じて環境
と成長の好循環を実現することが必要となる．
　パリ協定を受け，主要国が国連の気候変動枠組条
約事務局に提出した長期戦略等の比較を表 1 に示
す．各国とも日本と同様に野心的な温室効果ガス排
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出所：総合資源エネルギー調査会基本政策分科会（第27回会合）（平成30年5月16日（水））資料1

※定量値は長期戦略中のシナリオの幅や各国個別目標値等。

表 1　主要国の長期戦略の比較（1）
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石油化学の原料であるナフサ・LPGは除外している．
エネルギー起源の CO2 にこれらが含まれていない
からである．他方，高炉で用いる原料炭は含んでい
る．2013 年時点の電化率は 30% 弱である．2050 年
度の最終エネルギー消費は，現在から電化率が変わ
らず，人口一人当たりの最終エネルギー消費が一定
であると仮定すると 9.6EJ になる（中央）．人口推
計は，国立社会保障・人口問題研究所による日本の
将来推計人口（平成 29 年推計）から，死亡中位仮定・
出 生 中 位 仮 定 の 推 計 を 用 い た（2013 年
127,298 → 2050 年 101,923（千人））．2050 年度断面
で人口は 2 割減少するので，最終エネルギー消費も
2 割減少と想定する．人口一人当たりの最終エネル
ギー消費は，省エネルギーが進展すれば下振れする
し，経済成長があれば上振れする等，不確定要素が
あるが，2050 年という長期の時間断面でそれぞれ
の影響を定量的に評価することは難しいので，上振
れ要因も下振れ要因も均衡していると仮定してい
る．大きな世界観を論じるにはこれで十分意味はあ
ると考える．
　ここから，現時点で実用段階にある電化技術が全
面的に採用されたと仮定する．すなわち，家庭用・
業務用（民生部門）の熱需要はヒートポンプや IH
で化石燃料の代替が可能なのですべて電化されると
した（電化率　53%（2013 年度）→ 100%（2050 年度））．
運輸部門は，自動車はすべて電気自動車に置き換わ
ることを想定し，船舶・航空機は従来通り化石燃料
を 使 用 す る と し た（ 電 化 率　2%（2013 年 度 ）
→ 72%（2050 年度））．産業部門はざっくりと 100℃
未満の熱需要，蒸気需要は IH やヒートポンプで代
替可能と想定し，その他は引き続き化石燃料を活用
すると想定した（電化率　31%（2013 年度）→ 51%

（2050 年度））．以上の前提条件の詳細を表 2 に示す．
またその前提から導かれる最終エネルギー消費の試
算結果は図 1 の右端の棒グラフである．電気機器は
需要端の効率が高いため，中央と比べ最終エネル

出削減目標を打ち出しているが，電化の推進を温室
効果ガス排出削減のための重要な政策として掲げて
いる．日本の長期戦略は，非連続なイノベーション
として水素やカーボンリサイクルにより焦点が当
たっているように思えるが，再エネの主力電源化と
セットで実用段階にある電化技術の普及を図ってい
くことは，今すぐにできること，あるいはやるべき
ことである．

2．「電源の低炭素化×需要の電化」のポテン
シャル

　実際，「電力供給サイドで電源の低炭素化を進め
ること」と「需要サイドで電化技術への置換を進め
ること」の掛け算は，現時点で実用段階にある技術
だけを想定しても，二酸化炭素（CO2）排出量を大
幅に削減するポテンシャルがある．東京電力ホール
ディングス経営技術戦略研究所で行った簡単な試算
を紹介する．
　図 1 が日本の最終エネルギー消費である．左端は
2013 年度の実績で 12.0 エクサ（10 の 18 乗）ジュー
ル（以下 EJ）である．この数字は日本エネルギー
経済研究所のエネルギー・経済統計要覧に基づくが，

2013年度 最大電化電化率現状
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※電力消費には自家発を含む。図 1　最終エネルギー消費と電力消費
　※電力消費には自家発電を含む．

部門 現状の電化率
（2013年度） 電化ポテンシャル 代替電気機器

家庭 49% 100% ・ 暖房、給湯用途→ヒートポンプ
・ 厨房用途→IH

業務 59% 100% ・ 冷暖房、給湯用途→ヒートポンプ
・ 厨房用途→IH

運輸 2% 航空・海運以外100%
（部門計で72%） ・ ガソリン車→EV

産業 31% 直接加熱用途以外100%
（部門計で51%）

・ 工場空調・加温・100℃未満の乾
燥ボイラー→ヒートポンプ

・ 上記以外の蒸気用途→IH

表 2　部門別の電化率等
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のまま実現すると想定した．この場合，全発電電力
量に占める再生可能エネルギーの割合は 55% であ
り，太陽光発電，風力発電といった自然変動電源の
割合は 34% となる．再生可能エネルギーで賄う
55% の残りの 45% は，在来型の電源で賄うことに
なるが，原子力 10%，ガスコンバインドサイクル火
力 35% と仮定した（この内訳に特に根拠はない）．
　このようにいわゆる CO2 フリーの電源が全体の
65% を占める電源構成であっても，電化率が現状か
ら横ばいであると，CO2 排出量は現状の半減にとど
まる（図 2 中央）．しかし，同時に需要の電化も進
めると，72% 削減するポテンシャルがあることがわ
かる（図 2 右端）．

3．電化の進展は理論的帰結

　世界の主要な 16 の温室効果ガス排出国で構成す
る 国 際 コ ン ソ ー シ ア ム Deep Decarbonization 
Pathways Project （DDPP）は，温室効果ガス削減
のための方策には次の 3 つの柱があるとする（2）．
　第一の柱　省エネルギー
　第二の柱　電気または燃料の脱炭素化
　第三の柱　 より低炭素なエネルギー最終的には脱

炭素エネルギーへのシフト
　電化推進の取り組みは，第二の柱と第三の柱に該
当する．DDPP に所属する国の研究機関が DDPP
に提出している温室効果ガス大幅削減のシナリオを
図 3 に整理した．いずれの国も 2050 年に向けて大
幅な電化率の上昇を見込んでいる．

ギー消費全体は大きく減少するが，電力需要は 25%
ほど増加する結果となる．
　図 1 に並べた 3 つのケースに対応した CO2 排出
量を図2に示す．2050年度の電源構成は表3に示す．
2014 年の環境省による『平成 26 年度 2050 年再生
可能エネルギー等分散型エネルギー普及可能性検証
検討委託業務報告書』の高位ケースを，実現性を特
に問うことはせず，発電電力量 7,339 億 kWh がそ

2013年度 最大電化電化率現状
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※低炭素電源の発電量構成：再エネ＋原子力（65%），
　火力（35%、熱効率（代表値）50%）
図 2　CO2 排出量（エネルギー起源）
　※ 低炭素電源の発電量構成：再エネ＋原子力（65%），火

力（35%，熱効率（代表値）50%）

再エネ 原子力 火力
55%

（うち太陽光+風力で34%） 10% 35%

表 3　図 2 における低炭素電源の電源構成
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南アフリカ ▲42%
フランス ▲74%
イタリア ▲83%

豪州 ▲70%
英国 ▲86%

インドネシア ▲7%
メキシコ ▲53%
ブラジル ▲20%
カナダ ▲92%
韓国 ▲86%

ドイツ ▲88%
日本 ▲84%

ロシア ▲87%
インド +34%
米国 ▲86%
中国 ▲37% 2010 2050

出所：DDPPの各国ファクトシート・報告より作成
図 3　DDPP 加盟国の脱炭素シナリオにおける電化率
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　図 5 では指数関数的価格破壊と表現しているが，
世界的にはそのように呼んで差し支えない状況が起
きている．それは，各種エネルギーの中で電気の競
争優位が高まることを意味する．そして，脱炭素化
のトレンドにより CO2 排出の制約が高まれば，CO2

フリーの再エネの比率が増えている電気の競争優位
はさらに強まることとなり，電化が進展する．電化
が進展すると，当然に電力需要は増加するが，増分
需要はデジタル化の恩恵で柔軟に電力使用を制御で
きるもののウェイトが高まるから，自然変動性の再
生可能エネルギーの導入可能量を増加させる．する
と，急速に低廉化した CO2 フリーの電気のシェア
が高まり，電気の競争優位がさらに強化される，と
いった正のスパイラルが理論上は働くはずである．

　これは，太陽光発電，風力発電等の再生可能エネ
ルギーの発電コストが全世界的に低下し，従来の電
源に対して競争力を持ってきていることによる．図
4 に主な再生可能エネルギー電源の均等化発電原価

（LCOE：Levelized Cost Of Electricity）の推移を示
す．折線グラフが世界全体のプロジェクトの加重平
均を示している．アミのかかっている部分が，火力
発電費のレンジを示しており，陸上風力，太陽光発
電，太陽熱発電は大部分の火力発電に対して既に競
争力を持っていることが分かる．洋上風力も●でプ
ロットしたプロジェクトによっては，高い競争力を
持っている．ただし，これは全世界の平均であり，
日本の再生可能エネルギーは国際的にはまだ割高な
水準にあるので，さらなるコスト低減に努める必要
がある．
　現在，日本のエネルギー産業はいくつかの不可避
的かつ非可逆的なトレンドに直面している．筆者は
2017 年に刊行した拙著（4）の中で，これらを「5 つ
の D」と呼んだ．すなわち，Decentralization（分
散化），Decarbonization（脱炭素化），Deregulation（自
由化），Digitalization（デジタル化），Depopulation（人
口減少）である．電化の推進は，これら 5 つの D
のもたらす理論的な帰結としての側面もある．推進
というよりも，結果として進展するというべきなの
かもしれない．そのメカニズムを図 5 に示すが，ト
リガーとしては，再生可能エネルギーの急速なコス
ト低減がある（分散化）．

出所：Renewable Power Generations Costs in 2018（IRENA）
図 4　 再生可能エネルギーの均等化発電原価（LCOE）の推移（3）

再エネの指数関数的価格破壊
＆指数関数的普及 （分散化）

電気の競争優位電気の競争優位

電化進展電化進展

電力需要の増加
＋柔軟性(⊿kW)向上
電力需要の増加

＋柔軟性(⊿kW)向上

再エネの導入可能量が
増加

再エネの導入可能量が
増加

エネルギー間競争に中立な
炭素価格 （脱炭素化）

ここでは、炭素税や排出権価格の
みならず、CO2排出制約の強度を、
観念的に炭素価格とした。

IoT（デジタル化）

図 5　電化が進展する正のスパイラル
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う現状の法制度は，石油危機時代のレガシーであり，
脱炭素化を目指す時代にあっては，需要家に歪んだイ
ンセンティブを与えてしまっている．自然変動性の再
生可能エネルギーは，時間帯によっては余剰となるこ
ともあるエネルギーであり，その場合は，エネルギー
効率に拘らずに余剰のエネルギーを活用して，化石燃
料消費を抑制することは，脱炭素社会を目指す価値観
には合致するが，省エネ法上は的確に評価されない．
政府の「パリ協定に基づく成長戦略としての長期戦
略」で掲げたように，ビジネス主導による非連続な
イノベーションを経済成長につなげていくには，民
間事業に正しいインセンティブを与える政策が重要
である．省エネ法に限らず，こうした観点から現在
の法制度を再点検することが求められる．
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4．電化推進の障壁

　現状ではこのスパイラルが自律的に働く状況には
至っていない．働かせるための環境整備として最大
のものは，エネルギー基本計画に「再生可能エネル
ギーの主力電源化」である．原子力発電も同じ CO2

フリーの電源であり，理論上はこちらを活用するこ
ともよいのだが，原子力発電は極力依存度を減らす
と位置づけられている．日本政府の「パリ協定に基
づく成長戦略としての長期戦略」では，水素利用技
術やカーボンリサイクル技術に電化よりもスポット
が当たっているよう見えるが，これら技術を実装す
るにも，水の電気分解や，CO2 の分離回収・貯留・
利用のプロセスで使うエネルギーが CO2 フリーで
なければ意味がないので，CO2 フリーの電気はここ
でも大量に必要になる．人口光合成やバイオマスは
電気を使わない可能性があるが，大量にエネルギー
を確保することは難しいと思われるので，長期戦略
で語られている範囲で脱炭素社会が実現するとすれ
ば，それは，二次エネルギーである電気が事実上一
次エネルギーになる世界ということもできるだろう．
　加えて，電気機器の導入に際して働く「ロックイ
ン効果」と呼ばれるものも克服すべき課題であるが，
これは別稿に委ねる．
　法制度面の環境整備も必要である．一例としてエ
ネルギーの使用の合理化等に関する法律（以下「省
エネ法」）をとりあげる．省エネ法は，1979 年の成立・
施行であり，原油消費削減が至上命題であった石油
危機の時代背景を今も引きずっている．一定規模以
上の需要家（事業者）にエネルギーに関する定期報
告を行う義務と，年率 1% 程度の省エネルギーに努
力する義務が課しているが，その報告では石油換算
単位であり，需要家が消費した電力量は，火力発電
所の発電効率に基づいた換算係数を用いて一次エネ
ルギーに換算される．電源構成が変動しても，再生
可能エネルギーの比率が上昇しても換算方法は変わ
らない．つまり，再生可能エネルギーによる電気も
省エネ法上は火力発電の電気とみなされる．
　この法制度は，需要家の設備の選択に重大な混乱
を招く．需要家が化石燃料を直接燃焼させる設備を
電気設備にリプレースし，再生可能エネルギーの電
気を一定割合購入して設備を稼働させた場合，CO2

排出量は減るが，省エネ法に基づく一次エネルギー
消費量は増加してしまうため，需要家が電気設備の
導入を躊躇するということが起こり得る．エネル
ギー消費を須らく石油消費とみなして評価するとい
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